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第１ 総 則 

 

１ 目的 

この｢湯沢市災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）（以下、｢全体計画｣と

いう。）は、湯沢市地域防災計画に基づき、地震、風水害その他の災害が発生し

た場合における災害時要援護者の避難の支援に関し、個人情報の保護に留意しつ

つ、平常時における準備行為及び災害発生時における措置について必要な事項を

定め、もって要援護者の避難の的確かつ迅速な実施に資することを目的とする。 

 

２ 避難支援を行う対象の範囲 

  この全体計画に基づいて避難支援を行う対象の範囲は、次のいずれかに該当する

者であって、災害発生時において避難情報の入手、避難の判断又は避難行動に支

障があるなど、何らかの支援が必要となる者（家族等の介助により避難に支障が

ない者を除く。）を対象とする。 

 

（１）対象者 

ア 高齢者・・・・満65歳以上の高齢者の単身世帯員及び高齢者のみの世帯員 

イ 障がい者・・・障がいがあるため長期にわたり日常生活又は社会生活に相当

な制限を受ける者 

ウ 要介護者・・・要介護認定者 

エ 前各号のほか、災害発生時において避難情報の入手、避難の判断又は避難 

行動を自ら行うことが困難な者 

 

（２）福祉避難所対象者 

指定避難所に避難後、様々な問題や困難さが生じると判断される者を対象とする。 

(ｱ) 妊産婦で、衛生面や健康面に配慮を必要とする者 

(ｲ) 乳幼児 

・ 乳幼児を抱える母子で、衛生面や健康面に配慮を必要とする者 

・ 「夜泣き」等で、避難所生活に支障をきたす乳幼児 

(ｳ) 病弱者 

退院直後等の病弱者で、医師の指示により衛生面や健康面に配慮を必要と

する者 

(ｴ) 障がい者等 

知的障がいや精神障がい等で、一般避難所に避難後、様々な問題等が発生

し、他の避難生活者に影響が生じる者 
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（３）（１）のうち緊急入所対象者 

ア 在宅において寝たきり等で介護を受けている者が、安心して避難生活ができ

るよう、事前に入所施設を指定しておく必要のある者を対象とする。 

(ｱ) 寝たきり等の要介護認定者で、概ね要介護４以上の排泄、食事、移動に

全介助を要する者 

(ｲ) 寝たきり等の障がい児・者で、概ね障害支援区分５以上の排泄、食事、

移動に全介助を要する者 

(ｳ) 肢体不自由により排泄、食事、移動に全介助を要する者 

(ｴ) 重度障害者等包括支援の対象者 

(ｵ) 難病患者で排泄、食事、移動に全介助を要する者 

(ｶ) その他、要介護認定や障害支援区分認定を受けていない者で、排泄、食

事、移動に全介助を要する者（要介護認定や障害支援区分認定を受けず、家

族介護等されている者等をいう。） 

 

３ 個人情報保護のための措置 

  市長は、この全体計画の実施に当たり、その適正な実施を確保するため、次のと

おり所要の措置を講ずるものとする。 

 

（1）個人情報保護に関する指導・啓発 

市長は、健康状態、病歴、心身の障害等に関する個人情報が、適正な取扱いを

行うべき個人情報の中でも特に配慮を要する、いわゆるセンシティブ情報（特に

機微に触れる情報）が含まれることがあることから、関係する職員及び民生・児

童委員、社会福祉協議会、湯沢雄勝地域包括支援ネットワーク協議会、福祉団体

等、自治会、自主防災組織、町内会等、要援護者の避難を支援する者等（以下

「避難支援等関係者」という。）がその重要性を十分に認識し、万が一にも取扱

いに誤りのないよう、必要な指導、啓発等を行うものとする。 

 

（2）個人情報の管理 

市長は、この全体計画の実施に伴い個人情報を取り扱う避難支援等関係者に

対し、次の事項を遵守するよう徹底するものとする 

ア この全体計画に定めた者以外の者に閲覧させ、又は伝達しないこと。 

イ この全体計画に定めた場合のほか、写しを作成しないこと。 

ウ 紙媒体により管理すること。（市長が管理する場合を除く。） 

○福祉避難所 

福祉避難所とは、要援護者のために特別の配慮がなされた避難所のことです。 

施設がバリアフリー化されているなど、要援護者の利用に適しているほか、生活相談職

員等の確保が比較的容易な施設を選定し、災害発生時に福祉避難所として設置することが

求められています。 



-3- 

エ 個人情報を含む紙媒体は、施錠可能な金庫等に保管すること。 

オ 市長が電子媒体により管理する場合は、暗号化等のセキュリティ対策を講じ

ること。 

カ 市長は、情報の更新、災害応急対策の完了等によって不要となった個人情報

を、市長以外の者が保有するものは返納させ、確実かつ速やかに廃棄し、又は

消去すること。 

    

４ 防災関係部局と福祉関係部局との連携 

  市長は、防災対応の主たる担い手である総務部と要援護者に関する情報を保有す

る福祉保健部に、平常時から連携してこの全体計画の実施に当たらせ、災害時に

おける要援護者の支援体制の確立を図るものとする。  

 

第２ 平常時における措置 

 

１ 要援護者避難支援に係る広報啓発等 

市長は、災害時において市民の生命、尊厳等を保護することの重要性に鑑み、

ハザードマップの住民配付や住民参加型の防災講習会やひなんさんぽ等を通じて

要援護者や支援者となる地域住民に避難情報等の意味や留意点を周知するととも

に、この全体計画の趣旨、内容等について市民に対して積極的に広報啓発を行い、

要援護者の住所、氏名、性別、生年月日、要援護の理由、電話番号、緊急連絡先、

支援者等の避難支援に必要な個人情報を登録する要援護台帳等の作成に努めるも

のとする。 

台帳の作成等は、地域住民の深い理解と積極的な協力なくして的確に実施する

ことはできないことから、避難支援等関係者の協力を得ながら実施する。 

 

２ 要援護者台帳等の作成 

（1）要援護者に係る措置 

   実施にあたり市長は、避難支援等関係者と連携して、平常時において次のとお

り要援護者台帳の作成等を行うものとする。 

 

ア 避難支援等関係者による要援護者の把握と登録 

(ｱ) 避難支援等関係者は、その活動において要援護者の所在の把握に努める

ものとする。 

避難支援等関係者は、把握した要援護者に対してその趣旨等について十

分に説明を行うとともに、要援護者台帳への登録を希望する者については、

その意向を尊重し、私のひなん計画の策定を行うものとする。 

(ｲ) 避難支援等関係者は、私のひなん計画（様式第１号）を取りまとめて市

長に提出するものとする。 
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(ｳ) 市長は、避難支援等関係者から提出を受けた申請書をもとに要援護者台

帳へ登録を行うものとする。なお、要援護者台帳は福祉課において管理する

ものとする。 

   (ｴ) 登録された要援護者の避難を支援する者を「避難支援者」といい、要援

護者ごとに避難支援者を真にやむを得ない場合を除き２名以上双方の同意の

もと選定し、様式１を提出することにより登録とする。 

  但し、個人に限らず町内会や自主防災組織などの組織や団体を避難支援者

として登録することを妨げないものと 

(ｵ) 要援護者台帳に登録した情報を市から避難支援等関係者に対する提供、

その他この計画に基づく個人情報の取扱いに関し、要援護者の同意を求める

ものとする。 

 (ｶ) 市長は、要援護者台帳への登録を行った後、要援護者台帳の副本を避難

支援者にそれぞれ１通ずつ交付するものとする。 

(ｷ) 避難支援者は、要援護者への日常的な訪問活動を通じ、要援護者との信

頼関係の構築に努めるものとする。 

 

イ 避難行動要支援者名簿の作成 

(ｱ) 市長は、災害対策基本法に基づき作成する避難行動要支援者名簿につい

て、要援護者台帳と突合し、その登録者と登録されていない者（以下｢未登

録者｣という。）を区別し、町内会等の区域ごと及び避難場所ごとに区分で

きる状態にするとともに、副本１部を作成しておくものとする。 

 (ｲ) 避難行動要支援者名簿及び副本は、福祉課において管理するものとする。 

 (ｳ) 市長は、未登録者について、この計画の趣旨及びこの計画に基づく個人

情報の取扱いについて説明した上で、別に定める要援護者台帳登録同意確

認書（以下｢同意確認書｣という。）を定期的に発送することにより要援護

者台帳への登録の希望の有無等を適宜確認するものとする。 

(ｴ) 市長及び避難支援等関係者は、未登録者の意向に従い、希望する者につ

いては避難支援者の指定、要援護者台帳への登録及びその支援を行うものと

する。 

 

ウ 登録の抹消 

    ひなんする人、ひなんの支援者がその登録の解除を希望するときは、保

管していた台帳を添えて、私のひなん計画登録抹消届（様式第２号）により

届け出ることで登録抹消するものとする。 

 

３ 要援護者台帳等の更新・定期確認 

（1）要援護者台帳の更新 

ア 既登録要援護者に係る登録情報の変更等 

(ｱ) 既に要援護者台帳に登録されている要援護者又はその避難支援者（これ

らの者の家族等を含む。）は、死亡、転出その他の事情により要援護者台帳
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に登録された情報の変更、加除等が必要となったときは、市長に対し、その

旨を申し出るものとする。 

(ｲ) 市長は、変更等の申出を受けた場合は、要援護者台帳等の変更等を行う

とともに、必要に応じ、避難支援等関係者と連携して新たな避難支援者を指

定するなどにより、申出に係る要援護者について適切な支援が確保されるよ

う配慮するものとする。 

 

（2）定期確認 

ア 要援護者台帳 

市長は、年に１回、要援護者台帳に登録している要援護者の確認を行うとと

もに、避難支援等関係者の協力を得て、登録事項の異動等がないか確認し、登

録事項に異動等があった場合には、所要の措置を講ずるものとする。 

イ 避難行動要支援者名簿 

市長は、年に１回以上、避難行動要支援者名簿に登録している要援護者等に

ついて異動等がないか確認し、異動等があった場合には、所要の措置を講ずる

ものとする。 

 

４ 要援護者に配慮した防災訓練の実施 

市長は、要援護者参加型の防災訓練の計画・実施、広報等を行うとともに、避

難支援等関係者の協力を得て、定期的に要援護者参加型の防災訓練を実施するよ

うに努めるものとする。 

 

第３ 災害発生時における措置 

 

１ 避難情報等の発表･発令及び伝達 

市長は、湯沢市地域防災計画に定める基準により、避難情報（高齢者等避難、避

難指示）を迅速かつ確実に伝達するものとする。この場合において、市長及び避

難支援等関係者が講ずべき措置は、次のとおりとする。 

 

（1）要援護者に係る措置 

   ア 市長は、実施地区の町内会等の責任者に対し、避難情報を迅速に伝達する

とともに、避難行動要支援者名簿の当該地区関係部分の副本を提供するもの

とする。 

イ 避難情報を伝達された町内会等の責任者は、地区内の避難支援等関係者の

構成員に対してその旨を伝達するものとする。さらに、地区内の要援護者に

対する避難支援の実施状況を把握し、地区内の要援護者が漏れなく避難でき

るよう努めるものとする。 
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ウ 町内会等は、要援護者に対する措置と並行し、又は引き続き、避難行動要

支援者名簿の要援護者台帳未登録者に対する避難を支援するものとする。 

エ 福祉事業者は、自ら支援している要介護高齢者、障がい者等への避難連絡、

町内会等への避難支援者への連絡等の避難支援を行うよう努めるものとする。 

 

（2）警察、消防等に対する情報提供 

市長は、警察及び消防等から住民の安否確認、救助活動等を行うために必要が

あるとして求められた場合には、必要な範囲で要援護者台帳等を提供するものと

する。 

 

第４ 福祉避難所の設置・活用による支援 

 

１ 福祉避難所の設置 

市長は、平素から既存の社会福祉施設等を把握し、当該施設の管理者と災害時

における福祉避難所の設置等について協議を行い、同意を得た上で、協定の締結

に繋げ、福祉避難所の指定を行うことにより、事前準備に努めるものとする。 

 

２ 災害時における福祉避難所での対応 

市長は、要援護者に対する特別な配慮を行うため、災害時に福祉避難所の開設

にあたっては、要援護者のニーズ等や福祉避難所となる施設の被災状況等の把握

を行い、関係社会福祉法人等と協定を締結している施設等の介護福祉士等を配置

するなど、要援護者に配慮した支援に努めるものとする。 

 

第５ 緊急入所施設の設置・活用による支援 

 

１ 緊急入所施設の設置 

市長は、平素から既存の社会福祉施設等を把握し、当該施設の管理者と災害時

における緊急入所施設の設置等について協議を行い、同意を得た上で協定の締結

に繋げ、緊急入所施設の指定を行うことにより、事前準備に努めるものとする。 

 

２ 災害時における緊急入所施設での対応 

市長は、要援護者に対する特別な配慮を行うため、災害時に緊急入所施設の開

設にあたっては、要援護者のニーズ等や緊急入所施設となる施設の被災状況等の

把握を行い、要援護者に配慮した支援に努めるものとする。 



（様式第１号）

ひとりで玄関まで出られますか？

ふ り が な

o

o

住 所 o

電 話 番 号 （　　　　　　　　　　　　　　　）

ふ り が な

o

o

住 所 o

電 話 番 号 （　　　　　　　　　　　　　　　）

作成（更新）日：令和　年　月　日

私 の ひ な ん 計 画

ひなんする人

ふりがな
生年月日 　年　月　日

氏　名
年　齢 歳

住　所 計画情報を避難支援等関係者

に提供することに同意します　□

電話番号

（自分と家族など）

(自分）

(家族など）
　　１　出られる

　　２　出られない

ひなんの支援者

計画情報を避難

支援等関係者に

提供することに同

意します    □

できること

氏 名
避難しているかの確認

避難先に一緒に行く

その他※具体的に書いてください

その他※具体的に書いてください

計画情報を避難

支援等関係者に

提供することに同

意します    □

できること

湯　　沢　　市

　避難支援等実施者本人やその家族等の生命及び身体の安全を守ることが大前提です。
　この取り組みは、あくまで避難の円滑化や避難行動への支援の可能性を高めるためのものであ
り、 避難支援等実施者に対して、避難支援等の結果について 法的な責任や義務を負わせるもの
ではありません。避難支援等実施者は個人でなく、組織や団体を記載することもできます。

  避難経路は、地図を添付する（災害時にとることが予定される経路）ことが
望ましいですが、必須ではありません。 
  災害の状況によっては、予定どおりに避難できない場合もあります。 その
場合は、当日の状況に応じて避難経路等を変更してください。

　この計画に記載等された情報は、 避難支援等の実施に必要な限度で避難支援等関係者（自治
会、自主防災組織、町内会、社会福祉協議会、民生・児童委員、消防、警察、その他同プランに基づ
く関係機関等）に提供されることとなります。 提供先では必要以上に共有することがないようにする
など、情報漏洩の防止などの対応に努めています。

避難先・避難経路・現地確認日

避難先 避難方法 現地確認日

令和　　年　　月　　日

氏 名
避難しているかの確認

避難先に一緒に行く

No.



湯沢市 

様式第２号 

 

 

私のひなん計画 

登録抹消届 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

湯沢市長 様 

 

 

 

届出者住所                  

 

氏   名                  

 

 

 

私のひなん計画における（ ひなんする人 ･ ひなんの支援者 ）登録抹消を届

出します。 

なお、保管していた要援護者台帳を返却するとともに、登録中に知りえた個

人情報は、この登録抹消後も他に漏洩しないことを宣誓します。 


